
 
 

 

 

 

 

 

 

 

－ 平成２９年度 － 

 

 

 

 

 

 

平成３０年１０月 

 

千歳市 

 

 

千歳市の財務書類 

（統一的な基準に基づく財務書類） 

別 冊 



 
 

 

 

目 次 

 

１ はじめに           ・・・ １ 

 

２ 対象となる会計の範囲     ・・・ １ 

 

３ 財務書類４表の関係      ・・・ ２ 

 

４ 財務書類４表の概要 

（１）貸借対照表の概要      ・・・ ４ 

（２）行政コスト計算書の概要   ・・・ ５ 

（３）純資産変動計算書の概要   ・・・ ６ 

（４）資金収支計算書の概要    ・・・ ７ 

 

５ 統一的な基準による財務書類 

（１）一般会計等財務書類     ・・・ ８ 

（２）全体財務書類        ・・・１４ 

（３）連結財務書類        ・・・２０ 

 

６ 財務書類の分析（一般会計等） 

（１）資産形成度         ・・・２６ 

（２）世代間公平性        ・・・２７ 

（３）持続可能性         ・・・２８ 

（４）効率性           ・・・２９ 

（５）弾力性           ・・・２９ 

（６）自律性           ・・・３０ 

 

７ 附属明細書（一般会計等）   ・・・３１ 

 



1 
 

１ はじめに 

 

（１）新地方公会計制度導入の経過  

  新地方公会計制度は、官庁会計に基づく従来の地方公共団体の会計制度に加え、企業 

 会計の手法を導入したものです。 

  現金主義・単式簿記を特徴とする従来の官庁会計に対し、発生主義・複式簿記を特徴 

 とする企業会計方式は、歳入歳出という現金の動きに加えて、資産や負債などすべての 

 行政資源と行政コストを統合的に把握することが特徴です。 

  また、一般会計等だけではなく、特別会計に加えて関係団体を含めた連結団体の財務 

 書類を作成することにより、包括的かつ長期的な視野に立った自治体経営の指標として 

 用いることができます。 

  千歳市では、平成20年度決算から、総務省方式改訂モデルによる財務書類4表（貸借 

 対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成し、公表して 

 います。 

 

（２）統一的な基準の導入  

  平成26年4月30日に総務省から「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」 

 が公表され、その中で、これまで各地方公共団体の判断で採用してきた、「基準モデル」、 

「総務省方式改訂モデル」、「東京都や大阪府等の方式」など複数存在する作成方式につ 

いて、すべての地方公共団体に適用できる標準的な基準による方式が示されました。 

  また、平成27年1月には総務省通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進につ 

 いて」が示され、すべての地方公共団体は平成30年3月までに統一的な基準による財務 

 書類の作成を行うよう要請されました。 

  千歳市では、総務省の要請を受け、平成28年度決算から、「統一的な基準による地方 

公会計マニュアル」に基づいた財務書類を作成しています。 

 

２ 対象となる会計の範囲 

 

 財務書類は、一般会計等を対象とした「①一般会計等財務書類」、一般会計等に国民健康 

保険等の特別会計のほか水道事業等の公営企業会計を加えた「②全体財務書類」、さらに、

第三セクター等及び一部事務組合を加えた「③連結財務書類」の3つの区分で作成してい

ます。 

 なお、千歳市の連結対象である一部事務組合・広域連合については、取りまとめを行う 

7月末段階で財務書類が作成されていないため、連結ができない状況となっておりますが、

一部事務組合のうち道央廃棄物処理組合については、今年度から作成時期を早めたため、

連結することとしています。 
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３ 財務書類４表の関係 

 

（１）貸借対照表  

  貸借対照表は、年度末時点において、市が保有している「資産」、「負債」、「純資産」 

 の残高を示すものです。「資産の部」は、行政サービスを提供するための社会資本や現金 

 化することが可能な財産です。「負債の部」は、将来の世代の負担で返済していく債務、 

 「純資産の部」は、これまでの世代が負担してきた正味財産を表します。 

  資産合計額と負債・純資産合計額が一致しており、左右のバランスがとれた表である 

 ことから、バランスシートとも呼ばれます。 

 

（２）行政コスト計算書  

  行政コスト計算書は、行政サービスの提供に伴って発生した1年間の費用と受益者負 

 担で賄われた収入の状況を表したもので、企業会計における損益計算書に相当するもの 

 です。 

 

（３）純資産変動計算書  

  純資産変動計算書は、貸借対照表のうち、「純資産の部」に計上されている数値の１年 

 間の増減を示したものです。 

 

            
 
 

 

   国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、 

   水道事業会計、下水道事業会計、病院事業会計、公設卸売市場事業特別会計 

一般会計、土地取得事業特別会計、霊園事業特別会計 

③連結財務書類 

 (公財)ちとせ環境と緑の財団、(公財)千歳青少年教育財団、 

 (株)千歳市場公社、(株)千歳国際ビジネス交流センター、 

 道央廃棄物処理組合 

②全体財務書類【地方公共団体】 

①一般会計等財務書類 

【第三セクター等、一部事務組合】 
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（４）資金収支計算書  

  資金収支計算書は、1年間の資金の流れを表したもので、年度当初と年度末の資金の 

 増減の内訳を表したものです。企業会計におけるキャッシュ・フロー計算書に相当する 

 ものです。 

  地方公共団体の活動を業務活動、投資活動、財務活動の3つの区分に分類したもので、 

 どのような活動に資金が必要であったのかを、それぞれの活動の収支で表しています。 

 

 

【財務書類４表の関係】 

【行政コスト計算書】 【純資産変動計算書】 【資金収支計算書】

借方 貸方
業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末資金残高

純資産の部
本年度末現金預金残高

臨時損失

本年度末純資産残高

現金預金

固定資産等の変動 本年度資金収支額

純行政コスト

財源（市税等）

資産評価差額等

臨時収益

純行政コスト

【貸借対照表】

前年度末純資産残高

資産の部 負債の部

経常収益

経常費用

①

②

③

①貸借対照表の『現金預金』は資金収支計算書の『本年度末現金預金残高』と対応します。
②貸借対照表の『純資産』は純資産変動計算書の『本年度末純資産残高』と対応します。
③行政コスト計算書の『純行政コスト』は純資産変動計算書の『純行政コスト』と対応します。
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４ 財務書類４表の概要 

（１）貸借対照表の概要  
（単位：千円）

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 227,075,198 287,712,507 289,427,111 固定負債 40,836,294 92,806,393 92,859,398

有形固定資産 209,324,743 272,321,882 273,191,885 地方債 33,531,957 54,118,008 54,118,008

事業用資産 114,779,971 119,152,496 120,008,509 長期未払金 590,792 590,792 590,792

インフラ資産 93,430,568 145,636,862 145,636,862 退職手当引当金 5,481,962 7,105,647 7,120,319

物品 1,114,204 7,532,523 7,546,514 損失補償等引当金 0 0 0

無形固定資産 0 4,338 7,504 その他 1,231,582 30,991,946 31,030,279

投資その他の資産 17,750,455 15,386,287 16,227,723 流動負債 3,787,657 6,344,086 6,524,631

投資及び出資金 9,973,879 6,620,699 6,990,816 1年以内償還予定地方債 3,289,045 4,755,975 4,860,975

投資損失引当金 △ 9,960 △ 9,960 0 未払金 0 856,233 904,485

長期延滞債権 422,393 639,985 641,727 未払費用 0 0 4,667

長期貸付金 45,644 45,644 45,644 前受金 0 17,066 26,852

基金（減債基金等） 7,576,849 8,196,142 8,655,759 前受収益 0 0 0

その他 0 195,953 195,953 賞与等引当金 332,402 534,492 540,221

徴収不能引当金 △ 258,350 △ 302,177 △ 302,177 預り金 0 10,504 12,979

流動資産 4,213,149 11,402,091 11,847,700 その他 166,210 169,816 174,451

現金預金 74,353 5,938,583 6,354,822

未収金 78,850 1,357,670 1,385,372

短期貸付金 17,225 17,225 17,225

基金（財政調整基金等） 4,077,896 4,077,896 4,077,896

棚卸資産 0 65,427 65,427 負債合計 44,623,951 99,150,479 99,384,029

その他 0 31,335 33,003 【純資産の部】

徴収不能引当金 △ 35,176 △ 86,046 △ 86,046 純資産合計 186,664,396 199,964,119 201,890,782

資産合計 231,288,347 299,114,598 301 ,274,811 負債・純資産合計 231,288,347 299,114 ,598 301 ,274,811

※斜字はそれぞれの区分ごとの合計
※端数処理のため、各項目の合算額と表記している合計が合わない場合があります。

科目 科目

 
 

【科目の説明】 

 「固定資産」…事業用資産（庁舎、学校等）やインフラ資産（道路、河川等）、物品（車両、備品等）で 

        構成される「有形固定資産」、ソフトウェアなどの「無形固定資産」、有価証券や出資金、 

        特定の目的のための基金などで構成される「投資その他の資産」に分類されています。 

 「流動資産」…現金預金（年度末に保有している現金及び基金以外の預金）や税等の「未収金」、基金の 

        うち流動資産である財政調整基金等の「基金」などに分類されています。 

 「固定負債」…地方債（地方債のうち償還予定が1年超）や退職手当引当金などに分類されています。 

 「流動負債」…地方債（地方債のうち償還予定が1年以内）や基準日時点までの期間の期末・勤勉手当 

        に係る賞与等引当金などに分類されています。 

 「純資産」…過去の世代や国等がこれまで負担してきた財産です。 

 

【平成２９年度貸借対照表の主な内容】 

・千歳市では、これまでに一般会計等で2,313億円、全体で2,991億円、連結で3,013億円の資産を形成 

 しています。 

・そのうち、純資産である1,867億円（一般会計等）、2,000億円（全体）、2,019億円（連結）については、 

 過去の世代や国等の負担で、すでに支払いが済んでおり、一方で、負債である446億円（一般会計等）、 

992億円（全体）、994億円（連結）については、将来の世代が負担していくことになります。 
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（２）行政コスト計算書の概要  

（単位：千円）

一般会計等 全体 連結

34,383,374 56,956,650 57,127,212

業務費用 18,680,839 30,657,178 31,002,838

人件費 6,766,702 10,414,146 10,538,160

物件費等 11,381,123 18,820,822 19,038,005

その他の業務費用 533,014 1,422,210 1,426,672

移転費用 15,702,534 26,299,472 26,124,374

補助金等 4,748,440 19,167,680 18,992,582

社会保障給付 7,122,304 7,123,529 7,123,529

他会計への繰出金 3,824,633 0 0

その他 7,157 8,263 8,263

1,747,839 10,021,832 10,243,177

使用料及び手数料 1,177,113 8,443,056 8,443,033

その他 570,727 1,578,776 1,800,144

△ 32,635,535 △ 46,934,819 △ 46,884,035

64,392 72,477 72,482

3,387,940 3,396,130 3,396,132

※斜字はそれぞれの区分ごとの合計
※端数処理のため、各項目の合算額と表記している合計が合わない場合があります。

科目

純行政コスト
（純経常行政コスト－臨時損失+臨時利益）

△ 43 ,560,385△ 43,611 ,166△ 29,311,987

経常費用（業務費用+移転費用）

経常収益（使用料及び手数料+その他）

臨時損失（資産除売却損等）

臨時利益（資産除売却益等）

純経常行政コスト（経常収益-経常費用）

 
 

【科目の説明】 

 「人件費」…職員給与や議員報酬、翌期以降に支出が見込まれる賞与や退職手当のうち当期の発生分で 

       ある賞与等引当金繰入額や退職手当引当金繰入額などです。 

 「物件費等」…需用費や旅費・役務費など消費的性質に分類される物件費、施設等の維持補修費、固定 

        資産の減耗分として認識される期間コストである「減価償却費」などです。 

 「その他の業務経費」…地方債の支払利息などです。 

 「補助金等」…市民や団体等への補助金、負担金及び交付金です。 

 「社会保障給付費」…児童手当や生活保護費などの社会保障給付としての扶助費です。 

 「他会計への繰出金」…地方公営事業会計への繰出金です。 

 「使用料及び手数料」…使用料等の対価性のある収益です。 

 「臨時損失」…資産の除却又は売却時に損失を認識し計上する資産所売却損などです。 

 「臨時利益」…資産の売却時に利益を認識し計上する資産売却益などです。 

 

【平成２９年度行政コスト計算書の主な内容】 

・平成29年度の経常費用は、一般会計等で344億円、全体で570億円、連結で571億円です。 

・行政サービスに対する対価として市民の皆さんが負担する使用料・手数料などの経常収益は、それぞれ 

 17億円（一般会計等）、100億円（全体）、102億円（連結）になります。これらの経常収益の中には、 

 市税や地方交付税などの一般財源や国等の補助金などの収入は含まれていません。 

・経常費用から経常収益を引いた純経常行政コストに、臨時損失と臨時利益の差額を加味した純行政コス 

 トについては、それぞれ△293億円（一般会計等）、△436億円（全体）、△436億円（連結）になります。 
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（３）純資産変動計算書の概要  

（単位：千円）

一般会計等 全体 連結

184,577,350 197,431,902 199,307,435

純行政コスト（△） △ 29,311,987 △ 43,611,166 △ 43,560,385

財源 31,957,767 46,701,895 46,702,243

税収等 22,309,452 37,015,114 37,015,162

国県等補助金 9,648,315 9,686,781 9,687,081

本年度差額（純行政コスト+財源） 2,645,780 3,090,729 3,141,859

固定資産等の変動（内部変動） - - -

資産評価差額 96,681 96,681 96,681

無償所管換等 △ 60,573 △ 60,573 △ 60,573

その他 △ 594,843 △ 594,619 △ 594,619

2,087,045 2,532,217 2,583,347

186,664,396 199,964,119 201,890,782
※斜字はそれぞれの区分ごとの合計
※端数処理のため、各項目の合算額と表記している合計が合わない場合があります。

本年度末純資産残高

科目

前年度末純資産残高

本年度純資産変動額

 

 

【科目の説明】 

 「純行政コスト（△）」…行政コスト計算書から算出された行政サービスに係る費用の財源不足分です。 

 「財源」…市税、地方交付税、地方譲与税などの税収等や国・北海道からの補助金である国県等補助金 

      に分類されています 

 「固定資産等の変動」…有形固定資産等の増加や減少、貸付金・基金等の増加・減少など純資産内部の 

            変動を示しています。 

 「資産評価差額」…有価証券等の資産について時価評価が行われ、評価差額が生じた場合に表記します。 

 「無償所管換等」…団体や個人から固定資産が無償で譲渡されたり、部門間で固定資産の所管が変更と 

          なるようなケースが生じた場合に表記します。 

 

【平成２９年度純資産変動計算書の主な内容】 

・行政コスト計算書で算出された純行政コストは、一般会計等で△293億円、全体で△436億円、連結で△ 

 436億円となっており、この不足額については、市税や地方交付税などの一般財源や国等の補助金で賄 

 われています。 

・平成29年度においては、純資産の変動額をみると、純資産が一般会計等、全体及び連結でいずれも増加

しています。 
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（４）資金収支計算書の概要  

（単位：千円）

一般会計等 全体 連結

1,318,944 3,679,210 3,786,297

業務支出 30,777,805 50,111,818 50,219,153

業務費用支出（人件費、物件費等） 14,809,258 23,463,734 23,740,892

移転費用支出（補助金、社会保障給付等） 15,968,547 26,648,084 26,478,260

業務収入 32,096,749 53,791,028 54,005,455

税収等収入 22,307,643 35,704,481 35,704,530

国県等補助金収入 8,056,085 8,094,564 8,094,864

使用料及び手数料収入 1,175,765 9,401,660 9,401,638

その他の収入 557,256 590,322 804,423

臨時支出 0 0 5

臨時収入 0 0 0

△ 538,861 △ 1,790,277 △ 1,809,226

投資活動支出 6,253,967 7,645,306 7,752,147

公共施設等整備費支出 2,411,620 3,390,307 3,475,572

基金積立金支出 828,147 1,209,363 1,230,939

その他の支出（投資及び出資金支出等） 3,014,200 3,045,636 3,045,636

投資活動収入 5,715,106 5,855,028 5,942,921

国県等補助金収入 1,592,231 1,732,032 1,732,032

基金取崩収入 398,749 398,749 416,639

その他の収入（貸付金元金回収収入等） 3,724,127 3,724,248 3,794,251

△ 1,179,249 △ 2,188,646 △ 2,238,646

財務活動支出 4,164,830 5,719,627 5,769,627

地方債償還支出 3,765,704 5,317,008 5,367,008

その他の支出 399,126 402,619 402,619

財務活動収入 2,985,581 3,530,981 3,530,981

地方債発行収入 2,985,581 3,530,981 3,530,981

その他の収入 0 0 0

△ 399,166 △ 299,714 △ 261,575

473,519 6,238,296 6,616,306

0 0 91

※斜字はそれぞれの区分ごとの合計
※端数処理のため、各項目の合算額と表記している合計が合わない場合があります。

本年度末現金預金残高

前年度末資金残高

74,353 5,938,583 6,354,822

科目

業務活動収支（業務収入-業務支出）

投資活動収支（投資活動収入-投資活動支出）

本年度資金収支額

財務活動収支（財務活動収入-財務活動支出）

本年度末歳計外現金残高

 

 

【科目の説明】 

 「業務活動収支」…行政サービスを行う上で、毎年度継続的に発生する収入と支出です。経常的な行政 

          活動の収支です。 

 「投資活動収支」…道路や公園などの資産形成や投資・貸付金などに係る収入と支出です。 

 「財務活動収支」…地方債の発行や償還等に伴い発生する収入と支出です。 

 

【平成２９年度資金収支計算書の主な内容】 

・平成29年度において、資金が一般会計等で4億円、全体で3億円、連結で3億円それぞれ減少していま 

 す。 

・この結果、本年度末現金預金残高は、一般会計等で0.7億円、全体で60億円、連結で64億円となって 

います。 
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５ 統一的な基準による財務書類 

＜一般会計等財務書類＞ 

（単位：千円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 227,075,198 固定負債 40,836,294

有形固定資産 209,324,743 地方債 33,531,957

事業用資産 114,779,971 長期未払金 590,792
土地 75,180,688 退職手当引当金 5,481,962

立木竹 79,556 損失補償等引当金 -
建物 104,170,447 その他 1,231,582
建物減価償却累計額 △ 67,030,625 流動負債 3,787,657

工作物 10,213,530 １年内償還予定地方債 3,289,045
工作物減価償却累計額 △ 8,591,705 未払金 -

船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 332,402
航空機 - 預り金 -

航空機減価償却累計額 - その他 166,210
その他 77,198 44,623,951
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 680,881 固定資産等形成分 228,100,741
インフラ資産 93,430,568 余剰分（不足分） △ 41,436,345

土地 80,651,993
建物 1,490,991
建物減価償却累計額 △ 1,094,607

工作物 27,136,667
工作物減価償却累計額 △ 14,763,943
その他 -

その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 9,468

物品 4,627,191
物品減価償却累計額 △ 3,512,987
無形固定資産 -

ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 17,750,455
投資及び出資金 9,973,879
有価証券 3,553,555

出資金 283,089
その他 6,137,235

投資損失引当金 △ 9,960
長期延滞債権 422,393
長期貸付金 45,644

基金 7,576,849
減債基金 -

その他 7,576,849
その他 -
徴収不能引当金 △ 258,350

流動資産 4,213,149
現金預金 74,353
未収金 78,850

短期貸付金 17,225
基金 4,077,896

財政調整基金 3,589,584
減債基金 488,312
棚卸資産 -

その他 -
徴収不能引当金 △ 35,176 186,664,396

231,288,347 231,288,347

一般会計等貸借対照表
（平成３０年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計  
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（単位：千円）

金　　　額

経常費用 34,383,374

業務費用 18,680,839

人件費 6,766,702

職員給与費 5,622,912

賞与等引当金繰入額 8,481

退職手当引当金繰入額 204,406

その他 930,904

物件費等 11,381,123

物件費 6,706,842

維持補修費 1,174,498

減価償却費 3,359,515

その他 140,268

その他の業務費用 533,014

支払利息 222,335

徴収不能引当金繰入額 -

その他 310,679

移転費用 15,702,534

補助金等 4,748,440

社会保障給付 7,122,304

他会計への繰出金 3,824,633

その他 7,157

経常収益 1,747,839

使用料及び手数料 1,177,113

その他 570,727

純経常行政コスト △ 32,635,535

臨時損失 64,392

災害復旧事業費 -

資産除売却損 64,392

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 3,387,940

資産売却益 3,387,940

その他 -

純行政コスト △ 29,311,987

一般会計等行政コスト計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：千円）

合計
固定資産等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 184,577,350 229,177,893 △ 44,600,542

純行政コスト（△） △ 29,311,987 △ 29,311,987

財源 31,957,767 31,957,767

税収等 22,309,452 22,309,452

国県等補助金 9,648,315 9,648,315

本年度差額 2,645,780 2,645,780

固定資産の変動（内部変動） △ 1,113,260 1,113,260

有形固定資産等の増加 2,510,029 △ 2,510,029

有形固定資産等の減少 △ 3,730,376 3,730,376

貸付金・基金等の増加 1,137,008 △ 1,137,008

貸付金・基金等の減少 △ 1,029,920 1,029,920

資産評価差額 96,681 96,681

無償所管換等 △ 60,573 △ 60,573

内部取引 - -

その他 △ 594,843 △ 594,843

本年度純資産変動額 2,087,045 △ 1,077,152 3,164,197

一般財源等充当調整額 - -

本年度末純資産残高 186,664,396 228,100,741 △ 41,436,345

一般会計等純資産変動計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：千円）

金　　　額

【業務活動収支】

業務支出 30,777,805

業務費用支出 14,809,258

人件費支出 6,553,816

物件費等支出 8,033,350

支払利息支出 222,093

その他の支出 -

移転費用支出 15,968,547

補助金等支出 4,748,440

社会保障給付支出 7,122,304

他会計への繰出支出 3,824,633

その他の支出 273,169

業務収入 32,096,749

税収等収入 22,307,643

国県等補助金収入 8,056,085

使用料及び手数料収入 1,175,765

その他の収入 557,256

臨時支出 -

災害復旧事業費支出 -

その他の支出 -

臨時収入 -

業務活動収支 1,318,944

【投資活動収支】

投資活動支出 6,253,967

公共施設等整備費支出 2,411,620

基金積立金支出 828,147

投資及び出資金支出 2,400,000

貸付金支出 614,200

その他の支出 -

投資活動収入 5,715,106

国県等補助金収入 1,592,231

基金取崩収入 398,749

貸付金元金回収収入 630,934

資産売却収入 3,093,193

その他の収入 -

投資活動収支 △ 538,861

【財務活動収支】

財務活動支出 4,164,830

地方債償還支出 3,765,704

その他の支出 399,126

財務活動収入 2,985,581

地方債発行収入 2,985,581

その他の収入 -

財務活動収支 △ 1,179,249

本年度資金収支額 △ 399,166

一般財源等充当調整額 -

前年度末資金残高 473,519

本年度末資金残高 74,353

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 74,353

一般会計等資金収支計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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【注記・一般会計等】 

  

 １ 重要な会計方針 

 

 （１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

   ①有形固定資産…取得原価 

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

     ア 昭和59年度以前に取得したもの…再調達原価 

        ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

     イ 昭和60年度以後に取得したもの 

        取得原価が判明しているもの…取得原価        

        取得原価が不明なもの…再調達原価 

         ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額 

        1円としています。 

   ②無形固定資産…取得原価 

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

      取得原価が判明しているもの…取得原価 

      取得原価が不明なもの…再調達原価 

 

 （２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

   ①満期保有目的有価証券…償却原価法（定額法） 

   ②満期保有目的以外の有価証券 

    ア 市場価格のあるもの…会計年度末における市場価格 

    イ 市場価格のないもの…取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

   ③ 出資金 

    ア 市場価格のあるもの…会計年度末における市場価格 

    イ 市場価格のないもの…出資金額有価証券等の評価基準及び評価方法 

    

 （３）有形固定資産等の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物   15年～50年 

      工作物  10年～60年 

      物品    4年～10年 

   ②無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法 

    

 



13 
 

   ③リース資産 

    ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      …自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

    イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      …リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

 （４）引当金の計上基準及び算定方法 

   ①徴収不能引当金 

     未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を 

    計上しています。 

     長期延滞債権については、個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計 

    上しています。 

   ②退職手当引当金 

     期末自己都合要支給額を計上しています。 

   ③賞与等引当金 

     翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利 

    費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上 

    しています。 

   

 （５）リース取引の処理方法 

   ①ファイナンス・リース取引 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   

 （６）資金収支計算書における資金の範囲 

    地方自治法第235条の4第1項に規定する歳入歳出に属する現金としています。 

    なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みます。 

 

 （７）その他財務書類作成のための基本となる重要事項 

   ①各会計（各団体）間の相殺消去 

     各会計（各団体）間の繰入繰出額及び債権債務額を相殺消去しています。 

   ②消費税及び地方消費税の会計処理 

     税込方式により作成しています。 
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＜全体財務書類＞    

（単位：千円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 287,712,507 固定負債 92,806,393

有形固定資産 272,321,882 地方債等 54,118,008
事業用資産 119,152,496 長期未払金 590,792
土地 76,170,974 退職手当引当金 7,105,647

立木竹 79,556 損失補償等引当金 -
建物 112,036,825 その他 30,991,946

建物減価償却累計額 △ 71,614,254 流動負債 6,344,086
工作物 10,495,496 １年内償還予定地方債等 4,755,975
工作物減価償却累計額 △ 8,780,695 未払金 856,233

船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 17,066

浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 534,492
航空機 - 預り金 10,504

航空機減価償却累計額 - その他 169,816
その他 101,034 99,150,479

その他減価償却累計額 △ 17,321 【純資産の部】
建設仮勘定 680,881 固定資産等形成分 288,324,894

インフラ資産 145,636,862 余剰分（不足分） △ 88,360,775

土地 81,577,907 他団体出資等分 -
建物 8,154,478

建物減価償却累計額 △ 4,906,384
工作物 109,661,370
工作物減価償却累計額 △ 49,223,182

その他 381,472
その他減価償却累計額 △ 215,299

建設仮勘定 206,501
物品 28,582,967
物品減価償却累計額 △ 21,050,444

無形固定資産 4,338
ソフトウェア -

その他 4,338
投資その他の資産 15,386,287
投資及び出資金 6,620,699

有価証券 3,553,555
出資金 285,742

その他 2,781,402
投資損失引当金 △ 9,960
長期延滞債権 639,985

長期貸付金 45,644
基金 8,196,142

減債基金 -
その他 8,196,142

その他 195,953

徴収不能引当金 △ 302,177
流動資産 11,402,091

現金預金 5,938,583
未収金 1,357,670
短期貸付金 17,225

基金 4,077,896
財政調整基金 3,589,584

減債基金 488,312
棚卸資産 65,427
その他 31,335

徴収不能引当金 △ 86,046
繰延資産 - 199,964,119

299,114,598 299,114,598

全体貸借対照表
（平成３０年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計  
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（単位：千円）

金　　　額

経常費用 56,956,650

業務費用 30,657,178

人件費 10,414,146

職員給与費 8,354,508

賞与等引当金繰入額 192,356

退職手当引当金繰入額 382,636

その他 1,484,647

物件費等 18,820,822

物件費 10,502,929

維持補修費 1,738,156

減価償却費 6,439,469

その他 140,268

その他の業務費用 1,422,210

支払利息 691,467

徴収不能引当金繰入額 2,356

その他 728,387

移転費用 26,299,472

補助金等 19,167,680

社会保障給付 7,123,529

その他 8,263

経常収益 10,021,832

使用料及び手数料 8,443,056

その他 1,578,776

純経常行政コスト △ 46,934,819

臨時損失 72,477

災害復旧事業費 -

資産除売却損 64,392

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 8,085

臨時利益 3,396,130

資産売却益 3,387,940

その他 8,190

純行政コスト △ 43,611,166

全体行政コスト計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：千円）

合計
固定資産等形成分

余剰分

（不足分）
他団体出資等分

前年度末純資産残高 197,431,902 291,207,047 △ 93,775,145 -

純行政コスト（△） △ 43,611,166 △ 43,611,166 -

財源 46,701,895 46,701,895 -

税収等 37,015,114 37,015,114 -

国県等補助金 9,686,781 9,686,781 -

本年度差額 3,090,729 3,090,729 -

固定資産の変動（内部変動） △ 2,918,261 2,918,261

有形固定資産等の増加 3,794,532 △ 3,794,532

有形固定資産等の減少 △ 7,026,191 7,026,191

貸付金・基金等の増加 1,372,124 △ 1,372,124

貸付金・基金等の減少 △ 1,058,725 1,058,725

資産評価差額 96,681 96,681

無償所管換等 △ 60,573 △ 60,573

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

その他 △ 594,619 △ 594,619

本年度純資産変動額 2,532,217 △ 2,882,153 5,414,370 -

本年度末純資産残高 199,964,119 288,324,894 △ 88,360,775 -

全体純資産変動計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：千円）

金　　　額

【業務活動収支】

業務支出 50,111,818

業務費用支出 23,463,734

人件費支出 10,120,047

物件費等支出 12,476,461

支払利息支出 691,224

その他の支出 176,003

移転費用支出 26,648,084

補助金等支出 19,167,680

社会保障給付支出 7,123,529

その他の支出 356,875

業務収入 53,791,028

税収等収入 35,704,481

国県等補助金収入 8,094,564

使用料及び手数料収入 9,401,660

その他の収入 590,322

臨時支出 -

災害復旧事業費支出 -

その他の支出 -

臨時収入 -

業務活動収支 3,679,210

【投資活動収支】

投資活動支出 7,645,306

公共施設等整備費支出 3,390,307

基金積立金支出 1,209,363

投資及び出資金支出 2,400,000

貸付金支出 614,200

その他の支出 31,436

投資活動収入 5,855,028

国県等補助金収入 1,732,032

基金取崩収入 398,749

貸付金元金回収収入 630,934

資産売却収入 3,093,314

その他の収入 -

投資活動収支 △ 1,790,277

【財務活動収支】

財務活動支出 5,719,627

地方債等償還支出 5,317,008

その他の支出 402,619

財務活動収入 3,530,981

地方債等発行収入 3,530,981

その他の収入 -

財務活動収支 △ 2,188,646

本年度資金収支額 △ 299,714

前年度末資金残高 6,238,296

本年度末資金残高 5,938,583

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 5,938,583

全体資金収支計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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【注記・全体】 

  

 １ 重要な会計方針 

  

 （１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

   ①有形固定資産…取得原価 

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

     ア 昭和59年度以前に取得したもの…再調達原価 

        ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

     イ 昭和60年度以後に取得したもの 

        取得原価が判明しているもの…取得原価        

        取得原価が不明なもの…再調達原価 

         ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額 

        1円としています。 

   ②無形固定資産…取得原価 

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

      取得原価が判明しているもの…取得原価 

      取得原価が不明なもの…再調達原価 

 

 （２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

   ①満期保有目的有価証券…償却原価法（定額法） 

   ②満期保有目的以外の有価証券 

    ア 市場価格のあるもの…会計年度末における市場価格 

    イ 市場価格のないもの…取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

   ③ 出資金 

    ア 市場価格のあるもの…会計年度末における市場価格 

    イ 市場価格のないもの…出資金額有価証券等の評価基準及び評価方法 

    

 （３）有形固定資産等の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物   15年～50年 

      工作物  10年～60年 

      物品    4年～10年 

     ※第三セクターにおいては、一部定率法を採用しています。 

   ②無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法 
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   ③リース資産 

     ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

       …自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

     イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

       …リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

  

 （４）引当金の計上基準及び算定方法 

   ①徴収不能引当金 

     未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を 

    計上しています。 

     長期延滞債権については、個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計 

    上しています。 

   ②退職手当引当金 

     期末自己都合要支給額を計上しています。 

   ③賞与等引当金 

     翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利 

    費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上 

    しています。 

   

 （５）リース取引の処理方法 

   ①ファイナンス・リース取引 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   

 （６）資金収支計算書における資金の範囲 

    地方自治法第235条の4第1項に規定する歳入歳出に属する現金としています。 

    なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みます。 

 

 （７）その他財務書類作成のための基本となる重要事項 

   ①各会計（各団体）間の相殺消去 

     各会計（各団体）間の繰入繰出額及び債権債務額を相殺消去しています。 

   ②消費税及び地方消費税の会計処理 

     税込方式により作成しています。ただし、一部の連結会計については税抜方式により 

    作成しています。 
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＜連結財務書類＞    

（単位：千円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 289,427,111 固定負債 92,859,398

有形固定資産 273,191,885 地方債等 54,118,008
事業用資産 120,008,509 長期未払金 590,792
土地 76,170,974 退職手当引当金 7,120,319

立木竹 79,556 損失補償等引当金 -
建物 114,099,522 その他 31,030,279

建物減価償却累計額 △ 72,880,271 流動負債 6,524,631
工作物 10,672,024 １年内償還予定地方債等 4,860,975
工作物減価償却累計額 △ 8,946,343 未払金 904,485

船舶 - 未払費用 4,667
船舶減価償却累計額 - 前受金 26,852

浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 540,221
航空機 - 預り金 12,979

航空機減価償却累計額 - その他 174,451
その他 130,444 99,384,029

その他減価償却累計額 △ 36,205 【純資産の部】
建設仮勘定 718,808 固定資産等形成分 290,039,499

インフラ資産 145,636,862 余剰分（不足分） △ 88,148,716

土地 81,577,907 他団体出資等分 -
建物 8,154,478

建物減価償却累計額 △ 4,906,384
工作物 109,661,370
工作物減価償却累計額 △ 49,223,182

その他 381,472
その他減価償却累計額 △ 215,299

建設仮勘定 206,501
物品 28,872,053
物品減価償却累計額 △ 21,325,539

無形固定資産 7,504
ソフトウェア 2,135

その他 5,369
投資その他の資産 16,227,723
投資及び出資金 6,990,816

有価証券 3,973,595
出資金 235,813

その他 2,781,408
投資損失引当金 -
長期延滞債権 641,727

長期貸付金 45,644
基金 8,655,759

減債基金 -
その他 8,655,759

その他 195,953

徴収不能引当金 △ 302,177
流動資産 11,847,700

現金預金 6,354,822
未収金 1,385,372
短期貸付金 17,225

基金 4,077,896
財政調整基金 3,589,584

減債基金 488,312
棚卸資産 65,427
その他 33,003

徴収不能引当金 △ 86,046
繰延資産 - 201,890,782

301,274,811 301,274,811

連結貸借対照表
（平成３０年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計  
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（単位：千円）

金　　　額

経常費用 57,127,212

業務費用 31,002,838

人件費 10,538,160

職員給与費 8,470,988

賞与等引当金繰入額 197,526

退職手当引当金繰入額 384,839

その他 1,484,807

物件費等 19,038,005

物件費 10,617,577

維持補修費 1,765,180

減価償却費 6,514,980

その他 140,268

その他の業務費用 1,426,672

支払利息 691,717

徴収不能引当金繰入額 2,356

その他 732,598

移転費用 26,124,374

補助金等 18,992,582

社会保障給付 7,123,529

その他 8,263

経常収益 10,243,177

使用料及び手数料 8,443,033

その他 1,800,144

純経常行政コスト △ 46,884,035

臨時損失 72,482

災害復旧事業費 -

資産除売却損 64,392

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 8,090

臨時利益 3,396,132

資産売却益 3,387,943

その他 8,190

純行政コスト △ 43,560,385

連結行政コスト計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：千円）

合計
固定資産等形成分

余剰分

（不足分）
他団体出資等分

前年度末純資産残高 199,307,435 292,687,746 △ 93,380,311 -

純行政コスト（△） △ 43,560,385 △ 43,560,385 -

財源 46,702,243 46,702,243 -

税収等 37,015,162 37,015,162 -

国県等補助金 9,687,081 9,687,081 -

本年度差額 3,141,859 3,141,859 -

固定資産の変動（内部変動） △ 2,684,355 2,684,355

有形固定資産等の増加 3,842,554 △ 3,842,554

有形固定資産等の減少 △ 6,880,679 6,880,679

貸付金・基金等の増加 1,393,706 △ 1,393,706

貸付金・基金等の減少 △ 1,039,935 1,039,935

資産評価差額 96,681 96,681

無償所管換等 △ 60,573 △ 60,573

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

その他 △ 594,619 △ 594,619

本年度純資産変動額 2,583,347 △ 2,648,247 5,231,595 -

本年度末純資産残高 201,890,782 290,039,499 △ 88,148,716 -

連結純資産変動計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：千円）

金　　　額

【業務活動収支】

業務支出 50,219,153

業務費用支出 23,740,892

人件費支出 10,240,277

物件費等支出 12,632,517

支払利息支出 691,475

その他の支出 176,624

移転費用支出 26,478,260

補助金等支出 18,992,582

社会保障給付支出 7,123,529

その他の支出 362,149

業務収入 54,005,455

税収等収入 35,704,530

国県等補助金収入 8,094,864

使用料及び手数料収入 9,401,638

その他の収入 804,423

臨時支出 5

災害復旧事業費支出 -

その他の支出 5

臨時収入 -

業務活動収支 3,786,297

【投資活動収支】

投資活動支出 7,752,147

公共施設等整備費支出 3,475,572

基金積立金支出 1,230,939

投資及び出資金支出 2,400,000

貸付金支出 614,200

その他の支出 31,436

投資活動収入 5,942,921

国県等補助金収入 1,732,032

基金取崩収入 416,639

貸付金元金回収収入 630,934

資産売却収入 3,093,317

その他の収入 70,000

投資活動収支 △ 1,809,226

【財務活動収支】

財務活動支出 5,769,627

地方債等償還支出 5,367,008

その他の支出 402,619

財務活動収入 3,530,981

地方債等発行収入 3,530,981

その他の収入 -

財務活動収支 △ 2,238,646

本年度資金収支額 △ 261,575

前年度末資金残高 6,616,306

本年度末資金残高 6,354,731

前年度末歳計外現金残高 91

本年度歳計外現金増減額 1

本年度末歳計外現金残高 91

本年度末現金預金残高 6,354,822

連結資金収支計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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【注記・連結】 

  

 １ 重要な会計方針 

  

 （１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

   ①有形固定資産…取得原価 

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

     ア 昭和59年度以前に取得したもの…再調達原価 

        ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

     イ 昭和60年度以後に取得したもの 

        取得原価が判明しているもの…取得原価        

        取得原価が不明なもの…再調達原価 

         ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額 

        1円としています。 

   ②無形固定資産…取得原価 

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

      取得原価が判明しているもの…取得原価 

      取得原価が不明なもの…再調達原価 

 

 （２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

   ①満期保有目的有価証券…償却原価法（定額法） 

   ②満期保有目的以外の有価証券 

    ア 市場価格のあるもの…会計年度末における市場価格 

    イ 市場価格のないもの…取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

   ③ 出資金 

    ア 市場価格のあるもの…会計年度末における市場価格 

    イ 市場価格のないもの…出資金額有価証券等の評価基準及び評価方法 

    

 （３）有形固定資産等の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物   15年～50年 

      工作物  10年～60年 

      物品    4年～10年 

     ※第三セクターにおいては、一部定率法を採用しています。 

   ②無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法 
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   ③リース資産 

    ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      …自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

    イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      …リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

 （４）引当金の計上基準及び算定方法 

   ①徴収不能引当金 

     未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を 

    計上しています。 

     長期延滞債権については、個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計 

    上しています。 

   ②退職手当引当金 

     期末自己都合要支給額を計上しています。 

   ③賞与等引当金 

     翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利 

    費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上 

    しています。 

   

 （５）リース取引の処理方法 

    ①ファイナンス・リース取引 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   

 （６）資金収支計算書における資金の範囲 

    地方自治法第235条の4第1項に規定する歳入歳出に属する現金としています。 

    なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みます。 

 

 （７）その他財務書類作成のための基本となる重要事項 

   ①各会計（各団体）間の相殺消去 

     各会計（各団体）間の繰入繰出額及び債権債務額を相殺消去しています。 

   ②消費税及び地方消費税の会計処理 

     税込方式により作成しています。ただし、一部の連結会計については税抜方式により 

    作成しています。 
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６ 財務書類の分析 

 

（１）資産形成度  

 資産形成度は、「将来世代に残る資産はどのくらいあるのか」という指標です。 

 

 ①住民一人当たり資産額 

  資産合計÷住民基本台帳人口    

 

科目 一般会計等 全体 連結

資産合計 231,288,347 299,114,598 301,274,811

住民基本台帳人口（H30.1.1） 96,841 96,841 96,841

住民一人当たり資産額（千円） 2,388 3,089 3,111   
  市が所有する資産額を人口で除して、一人当たりの金額を算出したものです。 

   

 ②有形固定資産の行政目的別割合 

 

総額 比率 総額 比率 総額 比率

生活インフラ・国土保全 128,303,940 61.3 186,018,746 68.3 186,018,746 68.1

教育 26,205,800 12.5 26,205,800 9.6 26,493,952 9.7

福祉 3,951,898 1.9 3,953,208 1.5 3,953,208 1.4

環境衛生 7,389,572 3.5 12,664,667 4.7 12,702,619 4.6

産業振興 9,342,609 4.5 9,348,537 3.4 9,892,437 3.6

消防 2,700,180 1.3 2,700,180 1.0 2,700,180 1.0

総務 31,430,744 15.0 31,430,744 11.5 31,430,744 11.5

行政目的別割合（千円・％） 209,324,743 100.0 272 ,321,882 100 .0 273,191,885 100.0

一般会計等 全体 連結
科目

  

  有形固定資産を生活インフラ・国土保全、教育、福祉、環境衛生など行政目的別の 

 割合で表したものです。 

 

 ③歳入額対資産比率 

  資産合計÷歳入総額 

   ※歳入総額＝前年度末現金預金残高＋業務収入＋投資活動収入＋財務活動収入 

  

科目 一般会計等 全体 連結

資産合計 231,288,347 299,114,598 301,274,811

前年度末資金残高 473,519 6,238,296 6,616,306

本年度収入合計 40,797,436 63,177,037 63,479,357

歳入額対資産比率（年） 5.6 4.3 4.3  

  本年度の歳入総額に対する資産の比率です。 

  これまでに形成された資産が、歳入の何年分に相当するかを表したものです。 
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 ④資産老朽化比率 

  有形固定資産の減価償却累計額÷取得価額等 

   ※取得価額等＝有形固定資産－土地（立木竹含む）＋減価償却累計額 

  

科目 一般会計等 全体 連結

減価償却累計額 94,993,867 155,807,579 157,533,223

取得価額等 147,716,024 269,413,642 271,971,363

資産老朽化比率（％） 64.3% 57 .8% 57 .9%  

  有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合です。 

  耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを全体として把握するもの 

 です。 

 

   

（２）世代間公平性  

 世代間公平性は、「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」という指標です。 

  

 ①純資産比率 

  純資産合計÷資産合計 

  

科目 一般会計等 全体 連結

純資産合計 186,664,396 199,964,119 201,890,782

資産合計 231,288,347 299,114,598 301,274,811

純資産比率（％） 80.7% 66 .9% 67 .0%  

  市が有する資産のうち、純資産はこれまでの世代が負担してきた部分であり、負債は 

 将来世代の負担となる部分です。 

  この比率が高いほど、将来世代の負担が低いことを意味します。 

 

 ②社会資本等形成の世代間負担比率 

  地方債合計÷有形固定資産合計 

  

科目 一般会計等 全体 連結

地方債合計 36,821,002 58,873,983 58,978,983

有形固定資産合計 209,324,743 272,321,882 273,191,885

世代間負担比率（％） 17.6% 21 .6% 21 .6%  

  社会資本等について、将来の償還等が必要な負債による形成割合を算出することで、 

 将来世代の負担の比重を把握するものです。 

  この比率が高いほど、将来世代の負担が大きいことを意味します。 
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（３）持続可能性  

 持続可能性は、「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」という分析で

す。 

 

 ①住民一人当たり負債額 

  負債額÷住民基本台帳人口 

  

科目 一般会計等 全体 連結

負債額 44,623,951 99,150,479 99,384,029

住民基本台帳人口（H30.1.1） 96,841 96,841 96,841

住民一人当たり負債額（千円） 461 1,024 1,026  

  負債額を住民基本台帳人口で除した住民一人当たりの負債額を表しています。 

 

 ②基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

  業務活動収支－（△支払利息支出）＋投資活動収支 

  

科目 一般会計等 全体 連結

業務活動収支 1,318,944 3,679,210 3,786,297

支払利息支出（△） △ 222,093 △ 691,224 △ 691,475

投資活動収支 △ 538,861 △ 1,790,277 △ 1,809,226

基礎的財政収支（千円） 1,002,176 2,580,157 2,668,546  

  資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支の合算額 

 を算出することで、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた 

 歳入のバランスを示す指標となります。 

  当該バランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済 

 規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。 

 

 ③債務償還可能年数 

  実質債務÷償還財源上限額 

   ※実質債務⇒将来負担額－充当可能基金残高 

     将来負担額及び充当可能基金残高は、財政健全化法上の将来負担比率の算定に 

    用いる数値に基づくものです。 

   ※償還財源上限額⇒業務収入等－業務支出 

     業務収入等は、資金収支計算書の業務収入に減収補填債特例分発行額及び臨時 

    財政対策債発行可能額を加えたものです。業務支出は、資金収支計算書の業務支 

    出です。 
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科目 一般会計等

将来負担額 53,603,079

充当可能基金残高 10,292,289

業務収入 32,096,749

臨時財政対策債発行可能額等 1,447,781

業務支出 30,777,805

債務償還可能年数（年） 15.7  

  実質債務（地方債残高等から充当可能基金等を控除した実質的な債務）が、償還財源 

 上限額（資金収支計算書における業務活動収支の黒字分（臨時収支を除く。））の何年分 

 あるかを示す指標で、債務償還能力は債務償還可能年数が短いほど高く、長いほど低い 

 といえます 

 

 

（４）効率性  

 効率性は、「行政サービスは効率的に提供されているか」という指標です。 

 

 ①住民一人当たり行政コスト 

  純経常行政コスト÷住民基本台帳人口 

  

科目 一般会計等 全体 連結

純経常行政コスト 32,635,535 46,934,819 46,884,035

住民基本台帳人口（H30.1.1） 96,841 96,841 96,841
住民一人当たり純経常行政コスト（千円） 337 485 484  

  行政コスト計算書で算出される純経常行政コストを住民基本台帳人口で除して、住民 

 一人当たり行政コストとすることで、市の行政活動の効率性を測定するものです。 

 

 

（５）弾力性  

 弾力性は、「資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか」という指標です。 

 

 ①行政コスト対税収等比率 

  純経常行政コスト÷財源（税収等＋国県等補助金） 

  

科目 一般会計等 全体 連結

純経常行政コスト 32,635,535 46,934,819 46,884,035

財源 31,957,767 46,701,895 46,702,243

行政コスト対税収等比率（％） 102.1% 100.5% 100 .4%  

  税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することで、当該年度の税収等 

 のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを把握します。 

  100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いとされています。100％を上回ると過去か 

 ら蓄積した資産が取り崩されたことを表します。 
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（６）自律性  

 自律性は、「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなって 

いるか）」という指標です。 

 

 ①受益者負担比率 

  経常収益÷経常費用 

  

科目 一般会計等 全体 連結

経常収益 1,747,839 10,021,832 10,243,177

経常費用 34,383,374 56,956,650 57,127,212

受益者負担比率（％） 5.1% 17 .6% 17 .9%  
  行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料などの行政サービスに対する受益者 

 負担の金額であり、これを経常費用と比較することで、行政サービスの提供に対して、 

 受益者がどの程度負担しているかを表しています。 
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７ 附属明細書（一般会計等） 
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5
,4
2
9

3
0
,0
0
0

1
0
0
.0
0
%

1
9
5
,4
2
9

（
公
財
）
千
歳
青
少
年
教
育
財
団

2
0
,0
0
0

5
5
8
,2
5
8

8
4
,5
0
1

4
7
3
,7
5
7

2
0
,0
0
0

1
0
0
.0
0
%

4
7
3
,7
5
7

石
狩
東
部
広
域
水
道
企
業
団

3
,0
1
1
,8
4
2

3
9
,1
6
8
,3
5
1

2
5
,4
3
1
,1
8
1

1
3
,7
3
7
,1
7
0

1
1
,5
0
3
,2
5
1

2
6
.1
8
%

3
,5
9
6
,7
3
8

札
幌
広
域
圏
組
合

6
7
,9
0
0

0
1
,5
0
2
,2
0
0

4
.5
2
%

0

公
営
企
業

3
,4
5
2
,5
1
4

7
0
,1
4
7
,9
3
7

5
4
,5
7
3
,7
3
7

1
5
,5
7
4
,2
0
0

3
,4
5
2
,5
1
4

1
0
0
.0
0
%

1
5
,5
7
4
,2
0
0

合
計

7
,0
9
2
,2
1
6

1
1
1
,9
9
3
,8
1
5

8
0
,2
4
4
,7
8
9

3
1
,7
4
9
,0
2
6

1
8
,2
8
5
,4
6
5

2
0
,3
4
3
,4
0
4

9
,9
6
0

0
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市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（会
計
）以
外
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

（
A
)

資
産
（
B
)

負
債
（
C
)

純
資
産
額

（
B
）
－
（
C
)

（
D
)

資
本
金

（
E
)

出
資
割
合
（
％
）

（
A
）
/
（
E
)

（
F
)

実
質
価
額

（
D
)×
（
F
)

（
G
)

強
制
評
価
減

（
H
)

貸
借
対
照
表
計
上
額

（
Ａ
）
－
（
Ｈ
）

（
Ｉ）

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

北
海
道
曹
達
㈱

1
0
0

1
0
,2
2
3
,3
8
1

3
,3
2
4
,2
7
7

6
,8
9
9
,1
0
4

2
5
,0
0
0

0
.4
0
%

2
7
,5
9
6

1
0
0

札
幌
国
際
エ
ア
カ
ー
ゴ
タ
ー
ミ
ナ
ル
㈱

2
5
,0
0
0

9
9
1
,8
6
2

1
0
8
,0
4
6

8
8
3
,8
1
6

1
,0
0
0
,0
0
0

2
.5
0
%

2
2
,0
9
5

2
5
,0
0
0

北
海
道
は
ま
な
す
食
品
㈱

1
,0
0
0

5
4
2
,9
8
7

3
0
6
,7
2
0

2
3
6
,2
6
7

1
0
0
,0
0
0

1
.0
0
%

2
,3
6
3

1
,0
0
0

（
公
社
）
北
海
道
私
学
振
興
基
金
協
会

9
0
0

6
,7
9
7
,2
3
6

2
,6
5
5
,6
6
7

4
,1
4
1
,5
6
9

6
2
1
,7
0
2

0
.1
4
%

5
,9
9
5

9
0
0

北
海
道
農
業
信
用
基
金
協
会

2
,0
5
0

4
1
6
,2
3
2
,0
6
2

3
8
7
,7
2
3
,1
3
8

2
8
,5
0
8
,9
2
4

2
8
,5
0
8
,9
2
3

0
.0
1
%

2
,0
5
0

2
,0
5
0

千
歳
市
森
林
組
合

7
0
3

4
5
0
,2
2
2

1
5
,5
5
3

4
3
4
,6
6
9

6
,9
5
7

1
0
.1
0
%

4
3
,9
2
3

7
0
3

（
一
財
）
北
海
道
市
町
村
職
員
福
祉
協
会

2
,0
0
0

1
0
,2
3
4
,4
8
2

9
,5
1
7
,8
3
2

7
1
6
,6
5
0

1
9
6
,2
5
0

1
.0
2
%

7
,3
0
3

2
,0
0
0

北
海
道
信
用
保
証
協
会

2
,6
0
0

8
3
0
,4
1
7
,6
4
0

7
7
4
,2
1
7
,6
4
0

5
6
,2
0
0
,0
0
0

1
3
,7
9
3
,7
9
9

0
.0
2
%

1
0
,5
9
3

2
,6
0
0

（
公
財
）
北
海
道
学
校
保
健
会

4
1
1

2
0
6
,2
5
8

4
6

2
0
6
,2
1
2

2
0
2
,7
0
0

0
.2
0
%

4
1
8

4
1
1

（
一
財
）
北
海
道
勤
労
者
信
用
基
金
協
会

1
,0
2
1

3
7
,7
7
2
,7
8
8

3
6
,4
2
1
,3
9
5

1
,3
5
1
,3
9
3

5
0
0
,3
5
0

0
.2
0
%

2
,7
5
8

1
,0
2
1

（
公
財
）
北
海
道
健
康
づ
く
り
財
団

1
3
,6
0
0

4
,4
6
3
,7
9
4

1
6
5
,1
5
9

4
,2
9
8
,6
3
5

4
,0
0
0
,0
0
0

0
.3
4
%

1
4
,6
1
5

1
3
,6
0
0

（
公
財
）
ツ
ー
ル
・
ド
・
北
海
道
協
会

1
,3
0
0

6
7
3
,1
2
6

6
0
5

6
7
2
,5
2
1

6
4
2
,6
0
0

0
.2
0
%

1
,3
6
1

1
,3
0
0

（
公
財
）
北
海
道
文
化
財
団

1
,9
8
0

1
,0
4
9
,3
6
3

4
6
,9
9
2

1
,0
0
2
,3
7
1

9
1
5
,9
7
4

0
.2
2
%

2
,1
6
7

1
,9
8
0

（
公
財
）
道
央
産
業
振
興
財
団

1
1
6
,0
0
0

1
,3
3
5
,0
7
5

1
,3
5
1

1
,3
3
3
,7
2
4

1
,2
9
8
,5
5
2

8
.9
3
%

1
1
9
,1
4
2

1
1
6
,0
0
0

（
公
財
）
北
海
道
暴
力
追
放
セ
ン
タ
ー

5
,7
7
0

1
,6
4
6
,3
4
1

2
,1
9
5

1
,6
4
4
,1
4
6

1
,5
0
1
,7
5
0

0
.3
8
%

6
,3
1
7

5
,7
7
0

（
公
財
）
千
歳
市
体
育
協
会

1
3
,0
0
0

9
2
,6
8
0

1
8
,6
8
4

7
3
,9
9
6

7
4
,2
0
0

1
7
.5
2
%

1
2
,9
6
4

1
3
,0
0
0

（
公
財
）
新
千
歳
空
港
周
辺
環
境
整
備
財
団

1
,5
0
0

2
,4
8
3
,1
2
3

3
,8
1
4

2
,4
7
9
,3
0
9

3
0
,0
0
0

5
.0
0
%

1
2
3
,9
6
5

1
,5
0
0

（
公
財
）
札
幌
交
響
楽
団

1
,5
0
0

7
6
3
,7
1
1

3
3
0
,9
8
8

4
3
2
,7
2
3

3
2
0
,1
6
2

0
.4
7
%

2
,0
2
7

1
,5
0
0

（
公
財
）
ア
イ
ヌ
文
化
振
興
・
研
究
推
進
機
構

2
0
0

2
8
3
,2
4
2

1
5
2
,7
6
5

1
3
0
,4
7
7

1
0
0
,0
0
0

0
.2
0
%

2
6
1

2
0
0

（
公
財
）
道
央
農
業
振
興
公
社

1
,2
6
0

3
6
,4
9
5

7
,2
5
4

2
9
,2
4
1

1
0
,0
0
0

1
2
.6
0
%

3
,6
8
4

1
,2
6
0

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

5
,0
4
7

2
4
,7
5
5
,8
2
9
,0
0
0

2
4
,4
8
8
,4
0
1
,0
0
0

2
6
7
,4
2
8
,0
0
0

1
6
,6
0
2
,0
0
0

0
.0
3
%

8
1
,2
9
8

5
,0
4
7

北
海
道
市
町
村
備
荒
資
金
組
合

2
,6
8
4
,7
2
1

―
―

―
―

―
―

2
,6
8
4
,7
2
1

合
計

2
,8
8
1
,6
6
3

2
6
,0
8
2
,5
2
4
,8
6
8

2
5
,7
0
3
,4
2
1
,1
2
1

3
7
9
,1
0
3
,7
4
7

7
0
,4
5
0
,9
1
9

0
0

2
,8
8
1
,6
6
3

0

※
北
海
道
市
町
村
備
荒
資
金
組
合
に
つ
い
て
は
平
成
3
0
年
8
月
現
在
、
平
成
2
9
年
度
の
決
算
資
料
が
未
公
開
で
あ
る
こ
と
か
ら
出
資
金
額
の
み
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。
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④
基
金
の
明
細

（
単
位
：千
円
　
　
）

財
政
調
整
基
金

3,
5
8
9,
5
8
4

3
,5
89
,5
8
4

減
債
基
金
（流
動
）

4
8
8,
3
1
2

4
88
,3
1
2

公
共
施
設
整
備
基
金
（そ
の
他
）

1,
6
0
5,
4
1
1

1
,6
05
,4
1
1

地
域
福
祉
振
興
基
金
（そ
の
他
）

4
2
5,
9
2
9

4
25
,9
2
9

み
ん
な
で
、
ひ
と
・
ま
ち
づ
く
り
基
金

（
そ
の
他
）

5
2
1,
1
1
6

5
21
,1
1
6

ふ
る
さ
と
千
歳
国
際
交
流
基
金
（
そ

の
他
）

1
9
5,
9
7
2

1
95
,9
7
2

職
員
退
職
手
当
基
金
（そ
の
他
）

1,
8
4
2,
6
5
5

1
,8
42
,6
5
5

霊
園
管
理
基
金
（そ
の
他
）

1
9
7,
0
6
2

5
6,
8
2
2

2
53
,8
8
4

特
定
地
域
振
興
基
金
（そ
の
他
）

2
2

2
2

奨
学
基
金
（そ
の
他
）

8
1,
4
8
7

81
,4
8
7

農
業
振
興
基
金
（そ
の
他
）

2
6
7,
3
7
2

2
67
,3
7
2

土
地
開
発
基
金
（そ
の
他
）

1
8,
8
5
9

1
,9
2
4,
9
2
7

1
,9
43
,7
8
6

心
の
ふ
る
さ
と
千
歳
基
金
（
そ
の
他
）

5
6,
9
3
0

56
,9
3
0

特
定
防
衛
施
設
周
辺
整
備
調
整
交

付
金
基
金
（そ
の
他
）

3
8
2,
2
8
4

3
82
,2
8
4

合
計

9,
6
7
2,
9
9
5

0
0

1
,9
8
1,
7
4
9

11
,6
54
,7
4
5

0

(参
考
)財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)
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⑤
貸
付
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

ウ
タ
リ
住
宅
改
良
資
金
貸
付
金

1
5
,2
6
8

2
,7
3
4

農
業
振
興
資
金
貸
付
金

3
0
,3
7
6

1
4
,2
4
1

特
定
地
域
生
活
支
援
資
金
貸
付

金
2
5
0

合
計

4
5
,6
4
4

0
1
7
,2
2
5

0
0

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

（
参
考
）

貸
付
金
計
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⑥長期延滞債権の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】

ウタリ住宅改良資金貸付金
収入（元金）

26,835 0

農業振興資金貸付金収入

（元金）
4,518 4,187

特定地域生活支援資金貸付

金収入（元金）
5,348 2,538

小計 36,701 6,725

【未収金】

税等未収金 246,536 178,037

市税 246,536 178,037

その他の未収金 139,156 73,588

保育所保護者負担金 25,555 15,090

へき地保育所保護者負担金 7 1

学童クラブ保護者負担金 1,917 1,065

助産措置費負担金 159 169

老人措置費負担金 932 0

認定こども園使用料 1,956 0

道路使用料 297 297

市営住宅使用料 80,736 54,443

市営住宅駐車場使用料 1,201 783

塵芥処理手数料 0 0

建物貸付料 259 258

ウタリ住宅改良資金貸付金
収入（利子）

4,329 0

農業振興基金積立金運用利
子

102 102

違約金及び延納利息 236 236

電話料収入 81 0

生活保護費返還金収入 11,200 0

一時・特定保育利用者負担

金収入
237 29

乳幼児健康支援一時預り事

業保護者負担金収入
27 11

児童手当返還金収入 60 3

児童扶養手当返還金収入 4,597 866

区画整理清算金収入 5,013 0

その他の収入 255 235

小計 385,692 251,625

合計 422,393 258,350  
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⑦未収金の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】

農業振興資金貸付金収入

（元金）
1,741 1,741

ウタリ住宅改良資金貸付金

収入（元金）
1,362 0

特定地域生活支援資金貸付

金収入（元金）
260 260

小計 3,363 2,001

【未収金】

税等未収金 66,655 31,653

市税 66,655 31,653

その他の未収金 8,832 1,522

保育所保護者負担金 447 264

学童クラブ保護者負担金 649 360

助産措置費負担金 0 0

老人措置費負担金 27 0

認定こども園使用料 1,112 0

市営住宅使用料 4,775 795

市営住宅駐車場使用料 81 0

積立金運用利子 82 82

ウタリ住宅改良資金貸付金

収入（利子）
180 0

生活保護費返還金収入 791 0

一時・特定保育利用者負担

金収入
172 21

通園事業保護者負担金 8 0

障害児通所支援事業費保護

者負担金
11 0

乳幼児健康支援一時預り事

業保護者負担金収入
1 0

児童扶養手当返還金収入 496 0

小計 75,487 33,175

合計 78,850 35,176
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（
２
）
負
債
項
目
の
明
細

①
地
方
債
等
（
借
入
先
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

う
ち
1
年
内
償
還
予
定

う
ち
共
同
発
行
債

う
ち
住
民
公
募
債

【
通
常
分
】

2
0
,8
5
2
,9
1
1

2
,1
6
6
,8
2
8

1
,6
8
2
,7
0
1

3
,0
5
6
,8
3
8

1
3
,2
1
3
,7
9
4

2
,8
9
9
,5
7
8

0
0

0
0

　
　
一
般
公
共
事
業

1
,9
6
4
,4
2
5

2
1
8
,9
9
0

4
0
0
,3
3
7

3
1
7
,2
7
7

1
,0
8
3
,9
5
8

1
6
2
,8
5
3

　
　
公
営
住
宅
建
設

4
,6
4
2
,0
5
4

5
2
6
,2
6
1

0
9
1
7
,7
7
9

3
,4
2
6
,0
8
6

2
9
8
,1
8
8

　
　
災
害
復
旧

6
9
,0
0
0

8
,6
1
0

6
9
,0
0
0

　
　
教
育
・
福
祉
施
設

5
,7
8
2
,3
7
2

6
4
1
,6
4
7

3
9
4
,6
4
8

3
,7
4
6
,7
6
7

1
,6
4
0
,9
5
7

　
　
一
般
単
独
事
業

6
,4
5
4
,7
3
6

6
2
2
,4
0
8

1
5
8
,4
9
4

6
2
8
,1
2
1

4
,9
2
4
,8
3
2

7
4
3
,2
9
0

　
　
そ
の
他

1
,9
4
0
,3
2
4

1
4
8
,9
1
2

6
6
0
,2
2
2

1
,1
9
3
,6
6
1

3
2
,1
5
1

5
4
,2
9
0

【
特
別
分
】

1
5
,9
6
8
,0
9
2

1
,1
2
2
,2
1
6

1
5
,2
0
0
,9
4
4

1
8
,5
1
8

6
4
2
,2
5
7

1
0
6
,3
7
2

0
0

0
0

　
　
臨
時
財
政
対
策
債

1
5
,2
3
3
,6
2
6

9
6
4
,0
4
3

1
4
,9
2
0
,1
4
6

3
1
3
,4
8
0

　
　
減
税
補
て
ん
債

4
0
0
,3
1
8

1
0
5
,5
0
5

2
1
9
,1
4
3

1
8
1
,1
7
5

　
　
退
職
手
当
債

　
　
そ
の
他

3
3
4
,1
4
8

5
2
,6
6
8

6
1
,6
5
5

1
8
,5
1
8

1
4
7
,6
0
2

1
0
6
,3
7
2

【
そ
の
他
】

合
計

3
6
,8
2
1
,0
0
2

3
,2
8
9
,0
4
5

1
6
,8
8
3
,6
4
5

3
,0
7
5
,3
5
6

1
3
,8
5
6
,0
5
1

3
,0
0
5
,9
5
0

0
0

0
0

市
場
公
募
債

そ
の
他

種
類

地
方
債
等

残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行

そ
の
他
の

金
融
機
関
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②
地
方
債
等
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

3
6
,
8
2
1
,
0
0
2

3
3
,
3
9
1
,
6
2
0
2
,
2
0
0
,
4
8
7

9
4
8
,
1
2
9

1
4
2
,
3
3
3

1
1
2
,
2
6
8

1
3
,
3
7
2

1
2
,
7
9
4

③
地
方
債
等
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

3
6
,
8
2
1
,
0
0
2

3
,
2
8
9
,
0
4
5
3
,
2
5
1
,
5
8
9
3
,
1
8
6
,
9
3
7
3
,
1
6
9
,
8
1
5
3
,
0
0
1
,
0
8
3
1
3
,
1
5
0
,
7
0
6
5
,
0
1
2
,
8
5
0
2
,
4
5
0
,
8
4
4

3
0
8
,
1
3
4

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
等
の
概
要

（
単
位
：
千
円
）

５
年
超

1
0
年
以
内

1
0
年
超

1
5
年
以
内

1
5
年
超

2
0
年
以
内

2
0
年
超

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
等
残
高

契
約
条
項
の
概
要

3
.
5
％
超

4
.
0
％
以
下

4
.
0
％
超

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

地
方
債
等
残
高

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

地
方
債
等
残
高

1
.
5
％
以
下

1
.
5
％
超

2
.
0
％
以
下

2
.
0
％
超

2
.
5
％
以
下

2
.
5
％
超

3
.
0
％
以
下

3
.
0
％
超

3
.
5
％
以
下
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⑤
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：千
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

投
資
損
失
引
当
金

9
,9
6
0

9,
96
0

徴
収
不
能
引
当
金

30
6
,5
4
8

13
,0
22

29
3,
5
26

退
職
手
当
引
当
金

5
,2
77
,5
5
7

2
04
,4
05

5,
48
1,
96
2

賞
与
等
引
当
金

32
3
,9
2
1

8,
4
81

33
2,
4
02

合
計

5
,9
17
,9
8
6

2
12
,8
86

0
13
,0
22

6,
11
7,
85
0

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高
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２
．
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）補
助
金
等
の
明
細

名
称

保
育
定
員
拡
大
等
施
設
整

備
事
業
補
助
金

公
益
財
団
法
人
千
歳
青
少

年
教
育
財
団
補
助
金

計

私
立
特
定
教
育
・
保
育
施

設
運
営
費
負
担
金

小
規
模
保
育
事
業
運
営
費

補
助
金

千
歳
市
社
会
福
祉
協
議
会

支
援
事
業
費
補
助
金

7
3,
41
4

私
立
幼
稚
園
就
園
奨
励
費

補
助
金

そ
の
他

計

10
2,
33
5

社
会
福
祉
法
人
千
歳
市
社

会
福
祉
協
議
会

（
単
位
：千
円
）

区
分

相
手
先

金
額

支
出
目
的

公
益
財
団
法
人
千
歳
青
少

年
教
育
財
団

合
計

4,
74
8,
44
0

26
7,
10
5

そ
の
他
の
補
助
金
等

1,
47
3,
56
0

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

(所
有
外
資
産
分
)

16
4,
77
0

4,
48
1,
33
5

32
4,
16
5

2,
55
6,
72
1

5
3,
47
5
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（
１
）
財
源
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

会
計

区
分

財
源
の
内
容

金
額

地
方
税

1
4
,8
9
7
,6
0
6

地
方
譲
与
税

8
2
3
,3
5
7

税
交
付
金

2
,7
4
6
,8
2
6

地
方
特
例
交
付
金

7
6
,1
3
4

地
方
交
付
税

3
,5
6
1
,5
9
0

寄
付
金

7
7
,9
7
2

そ
の
他

1
2
5
,9
6
7

2
2
,3
0
9
,4
5
2

国
庫
支
出
金

1
,6
0
0
,5
8
7

都
道
府
県
等
支
出
金

8
,7
0
0

計
1
,6
0
9
,2
8
7

国
庫
支
出
金

5
,7
4
7
,9
0
1

都
道
府
県
等
支
出
金

2
,2
9
1
,1
2
8

計
8
,0
3
9
,0
2
9

9
,6
4
8
,3
1
5

3
1
,9
5
7
,7
6
7

３
．
純
資
産
変
動
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

一
般
会
計
等

税
収
等

小
計

国
県
等
補
助
金

資
本
的

補
助
金

経
常
的

補
助
金

小
計

合
計
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（
１
）
資
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

種
類

本
年
度
末
残
高

現
金

要
求
払
預
金

7
4
,3
5
3

短
期
投
資

合
計

7
4
,3
5
3

４
．
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

国
県
等
補
助
金

地
方
債
等

税
収
等

そ
の
他

純
行
政
コ
ス
ト

2
9
,3
1
1
,9
8
7

8
,9
3
8
,6
8
2

2
1
,6
3
5
,3
2
0

△
 1
,2
6
2
,0
1
5

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

2
,5
1
0
,0
2
9

7
0
9
,6
3
3

9
2
4
,5
0
0

4
4
8
,8
5
2

4
2
7
,0
4
4

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

1
,1
3
7
,0
0
8

2
2
5
,2
8
0

9
1
1
,7
2
8

合
計

3
2
,9
5
9
,0
2
4

9
,6
4
8
,3
1
5

9
2
4
,5
0
0

2
2
,3
0
9
,4
5
2

7
6
,7
5
7

（
２
）
財
源
情
報
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

金
額

内
訳


